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１ かなチャンＴＶにおける動画配信の停止について 
 

県は、かなチャンＴＶによる動画配信により、県民向けにわかりやすく広
報を行っている。 

この度、アニメ「かなかなかぞく」パパ役の声優等として出演していたタ
レントくまだまさしが、特殊詐欺グループの会合に参加し、金銭を受領して
いたことが確認された。こうしたことから、県は、同タレントが出演してい
る動画の配信を停止するとともに、今後の出演は行わないこととした。 
 
(1) これまでの経緯 
      

令和元年６月13日 株式会社よしもとクリエイティブ・エージェ
ンシーからくまだまさしが５年ほど前、特殊
詐欺グループの会合に参加していたことが判
明したと情報提供があった。 

令和元年６月14日 同社の役員が来庁し、県に対して謝罪。 
当面の間、同タレントの出演を行わないこと
とするとともに、引き続き当人に対しヒアリ
ングを実施する旨の説明があった。 

令和元年６月24日 同社から県に対し、その後のヒアリングの結
果、同タレントが当該グループの会合に参加
し、金銭を受領していたことが確認された旨
の情報提供があった。 

このことから、同タレントが出演している動
画について配信を停止した。 

令和元年６月25日 同社社員が来庁し、謝罪するとともに、配信
停止にかかる今後の対応について協議開始 

 
(2) 配信を停止した動画 
ア アニメのキャラクター及び声での出演 
・ 第31話『シェイクアウトって何？』 

イ アニメの声での出演 
・ 第36話 人生100歳時代スペシャル～それぞれの100歳時代～ 
・  第37話 社会参加で未病改善！ 
・ 第38話 運動して未病改善！ 

 ウ 本人が実写版として出演  
・ くまだまさしが「運動」を語る！ 

 
(3) 今後の対応 

動画配信の停止に関する広報の代替措置等を検討していく。 
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 ２ ヘルスケア・ニューフロンティアの推進について 

 

超高齢社会を乗り越えていくために、ヘルスケアの分野で、「最先端医療・

最新技術の追求」と「未病の改善」という２つのアプローチを融合させ、持

続可能な新しい社会システムを創造していく。 

 

(1) 未病（ＭＥ－ＢＹＯ） 

市町村や企業の取組みとも連携しながら、未病の科学的エビデンスの構

築や、未病産業の市場拡大を図る。 

ア 未病産業の創出 

(ｱ) 「ＭＥ－ＢＹＯサミット」の開催 

ａ  国際シンポジウム「ＭＥ－ＢＹＯサミット神奈川2019」 

・ 開催日 11月13日（水）～14日（木） 

・ 場 所 箱根町（13日）、横浜市（14日） 

・ 概 要  

国内外から有識者を招聘し、未病についての専門的な議論を

「箱根」で行うとともに、生活の中での未病改善の取組みを広げ

ていく議論を「横浜」で行い、未病を基軸とした未来社会の実現

に向けたメッセージを国内外に発信する。 

ｂ  展示会 「ＭＥ－ＢＹＯ Ｊａｐａｎ 2019」 

・ 開催日 10月９日（水）～11日（金） 

・ 場 所 パシフィコ横浜（横浜市） 

・ 概 要 

アジア最大規模のバイオテクノロジー分野の展示会「Ｂｉｏ 

Ｊａｐａｎ 2019」内に未病に関するエリアを設け、最先端の未

病産業関連の商品・サービスを一堂に集めＰＲする展示会を開催する。 

(ｲ) 未病コンセプト及び未病産業の普及イベントの開催 

未病に関する講演や最新の未病関連商品・サービスが体験できるフ

ォーラムを県内各地で開催するとともに、県内各所で市町村や企業等

が開催する健康・産業関連イベント等に、未病に関するブースを出展

する。なお、５月25日、26日に開催された横浜セントラルタウンフェ

スティバルＹ160に出展した。 

また、そごう横浜店において、６月に３回（８、18、22日）ＭＥ－

ＢＹＯスタイルセミナーを開催したほか、県庁や元町オアシス、そご

う横浜店等の女子トイレなどに、ＭＥ－ＢＹＯスタイルポスターを掲

示するなど、ＭＥ－ＢＹＯスタイルの発信に取り組む。 
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イ 未病指標の構築 

メタボリスク指標を構築し、未病改善に向けた行動変容を促進する実

証事業を県内市町村で実施する。また、各領域の有識者で構成された研

究会の議論を基に、「総合的な未病指標」のモデルを構築する。 

 

ウ ＭＥ－ＢＹＯ ＢＲＡＮＤ 

優れた未病産業関連の商品・サービスを県が認定することにより、県

民の未病改善の取組みを推進するとともに、未病産業の魅力を広め、産

業化の牽引を図る。３月に新たに５件を認定し、全体で14件となった。 

＜参考＞新たに認定したもの 

 商品・サービス（企業名） 

１ 健康増進型保険“住友生命「Vitality」”（住友生命保険(相)） 

２ 収入保障保険“リンククロス じぶんと家族のおまもり” 

（損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険㈱） 

３ 認知症保険“リンククロス 笑顔をまもる認知症保険” 

（損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険㈱） 

４ ワンストップ型食品機能性評価サービス（(地独)神奈川県立産業技術総合研究所） 

５ 簡易認知機能スケールあたまの健康チェック®（㈱ミレニア） 

 

 (2) 最先端医療・最新技術 

最先端の医療技術を県民に還元するため、「ライフイノベーションセン

ター（ＬＩＣ）」を核とした再生・細胞医療の実用化・産業化や、産学公

連携活動によるヘルスケア分野の産業創出等に取り組む。 

ア ＬＩＣを核とした産業化の促進 

６月に再生・細胞医療の産業化拠点であるＬＩＣに、新たな入居事業

者の進出が決定した。（合計27事業者が入居） 

【新たな入居事業者の概要】 

事業者名 事業内容 

㈱ナレッジパレット 再生医療用細胞の品質管理と製造の高精度化

事業等 

 

イ 再生・細胞医療の実用化、産業化の促進 

再生・細胞医療分野において、研究シーズを早期かつ着実に実用化に

繋げるため、県内の中小企業やベンチャー企業等が取り組む、先進的な

再生・細胞医療関連のプロジェクトに対する事業化に向けた支援を行う

とともに、再生細胞医療の品質評価に関するプロジェクトを推進する。 
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ウ 湘南ヘルスイノベーションパークとの連携 

藤沢市、鎌倉市等とも連携しながらヘルスケア分野の産業創出等に

取り組むとともに、県内における拠点間連携を進めていく。 

 

エ  スタンフォード大学とのシンポジウムの共催 

スタンフォード大学医学部との覚書に基づき、米国スタンフォード大

学においてシンポジウムを５月28日、29日に共同で開催（参加者 約60

名）し、超高齢社会における課題への対応や革新的医薬品の開発などに

ついて、最新の取組状況の発表や議論を行った。 

 

オ ヘルスケア・ニューフロンティア・ファンド 

昨年３月に組成した「ヘルスケア・ニューフロンティア・ファンド（出

資金総額12.5億円）」については、投資が実行されたベンチャー企業数

は８社（５月末現在）となった。 

  

(3) 次世代ヘルスケア社会システム 

ア ＣＨＯ構想の推進 

地域経済団体や業界団体等と連携し、ＣＨＯ構想推進事業所の登録な

どを通じ、企業の健康経営の取組みを広げ、ＣＨＯ構想のより一層の普

及を図る。 

 

イ 東京圏国家戦略特区 

４月11日に開催された東京圏国家戦略特別区域会議において、本県か

ら「地方独立行政法人（研究開発）の出資規制の緩和」の提案等を行っ

た。また、５月31日に開催された同会議において、取組みに対する評価

が行われ、本県の保育分野の取組みなどについて、評価を得た。 

 

ウ 「スーパーシティ」構想 

   第四次産業革命における最先端の技術を活用し、未来の暮らしを先

行実現する「スーパーシティ」の実現に向け、国家戦略特別区域法及

び構造改革特別区域法の一部を改正する法律案が、６月７日に閣議決

定され、国会に提出された。今後、具体的な制度設計が図られる中で

県としての対応を検討する。 
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(4) 国際展開 

ヘルスケア・ニューフロンティアの国際展開に向け、北米、アジア、欧

州各地域の特性を踏まえた協働の具体化に取り組む。 

ア 世界保健機関（ＷＨＯ）との連携 

(ｱ)  認知症施策を議論する専門家ワークショップの開催 

ＷＨＯ健康開発総合研究センター（神戸センター）と連携し、ＳＤ

Ｇｓの目標３に掲げるＵＨＣ(※)の実現に貢献するため、高齢化に伴

う世界共通の課題である認知症に関する専門家ワークショップを３

月13日に開催（参加者 54名）し、本県をはじめとした国内の認知症

への取組みについて発表や議論を行った。 
(※)ＵＨＣ：ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの略で、全ての人が適切な予

防、治療、リハビリ等の保健医療サービスを、必要な時に支払い可能な費

用で受けられる状態 

( ｲ )  「 H e a l t h c a r e  N e w  F r o n t i e r  S e m i n a r  o f  K a n a g a w a  i n  J a p a n」 の 開 催 

スイス・ジュネーブで開催されたＷＨＯ総会に合わせ、友好提携30

周年を迎えるバーデン＝ビュルテンベルク州との共催により、未病に

係る先進的技術やオープンイノベーションの実現に向けた取組み等

を紹介するセミナーを５月22日に現地で開催(参加者 43名)した。 

 (ｳ) 「エイジフレンドリーシティ」の取組み 

現在、県内で22市町が参加しており、参加市町に対し、ＷＨＯと連

携し、行動計画の策定の支援等を行う。 
※参加 22 市町：横須賀市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ケ崎市、逗子市、三

浦市、秦野市、大和市、伊勢原市、南足柄市、葉山町、大磯町、

二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、

真鶴町、湯河原町 

 

 (5) ヘルスケアＩＣＴ 

ア 「マイＭＥ－ＢＹＯカルテ」の取組み 

「マイＭＥ－ＢＹＯカルテ」を活用した健康づくりや、民間のヘルス

ケアアプリとの連携の強化などを通じ、「マイＭＥ－ＢＹＯカルテ」の

より一層の普及拡大を図る（利用者数 約122万人）。 

 

イ 電子母子手帳の取組み 

３月19日に新たに小田原市が加わり、参加市町は計27市町となった。 

今後も、参加市町と連携し、子育て世帯を中心とした普及を進める。 
※参加 27 市町：相模原市、横須賀市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅

ケ崎市、逗子市、三浦市、秦野市、大和市、伊勢原市、南足柄

市、綾瀬市、葉山町、寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井

町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町、愛

川町 
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(6)  ヘルスケア・ニューフロンティア推進プラン進捗状況 

同プランで掲げた、2020年の中間目標に対する 2018年度の実績等は

次のとおり。 

 

 柱 中間目標(2020年) 2018 年度

実績 

1 未病（ＭＥ－

ＢＹＯ） 

未病指標の構築・活用促進 推進 

県民の健康リテラシーの向上：未病の認知度 80％ 52.3% 

未病産業研究会を通じた未病産業関連商品の事業化：

100件（累計） 
63 件 

2 最先端医療・

最新技術 

全県的なイノベーション・エコシステムの形成 推進 

革新的医薬品、再生医療等製品、最先端医療機器の薬

事申請・届出等：15件（累計） 
７件 

最先端医療関連ベンチャー企業の県内集積：50社（累

計） 
28社 

3 次世代ヘルス

ケア社会シス

テム 

神奈川ＭＥ-ＢＹＯリビングラボの全県展開 

実証件数 100件、参加人数 10,000人(累計) 

実証件数 

25件 

参加人数 

  852人 

ＣＨＯ構想(健康経営)推進事業所：登録事業所数1,000

事業所（累計） 
414 事業所 

4 国際展開 

 

県内企業等がＭＯＵ（覚書）締結先の大学等と共同研究・

開発等を行った件数：30件（累計） 
10件 

各国政府、ＷＨＯ等の発表事項に県政策(未病等)が反映さ

れた回数:20件（累計） 
14件 

5 ヘルスケア 

ＩＣＴ 

マイＭＥ-ＢＹＯカルテ利用者数：100 万人 
122 万人 

6 人材育成 

(ヘルスイ

ノベーション

スクール) 

県民などを対象とした公開講座等を実施：受講者数

1,000人 

学術雑誌・専門誌での積極的な論文発表等の推進：学

術論文、著書及びその他の著作の件数 150件 

研究成果を通じた県施策への反映につながるような提

言を実施 

国内外の大学や研究機関、企業と連携し、教育・研究

の質的向上につながる共同研究や研究者間の相互交流

等を実施 

開学に向

けた準備

の推進 
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３ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の推進について 

 

 ＳＤＧｓが目指す持続可能な社会の実現に向け、引き続き、ＳＤＧｓの取

組みを推進する。 

 

(1) 経緯 

   平成30年６月、本県の先進的な提案が評価され、国の「ＳＤＧｓ未来都

市」及び「自治体ＳＤＧｓモデル事業」の両方に都道府県として唯一選定

された。 

また、12月にはＳＤＧｓの関連施策の展開例、県の取組みなどを示すこ

とで、県、市町村、企業、大学、ＮＰＯ、県民等のすべてのステークホル

ダー（関係者）と一体となってＳＤＧｓを推進する「かながわＳＤＧｓ取

組方針」を策定した。 

   さらに、本年１月には、地域からのＳＤＧｓの取組みを発信するため、

同じく「ＳＤＧｓ未来都市」及び「自治体ＳＤＧｓモデル事業」の両方に

選定された横浜市、鎌倉市との共催により「ＳＤＧｓ全国フォーラム2019」

を開催し、「ＳＤＧｓ日本モデル」宣言を発表、現在120自治体の賛同を得

ている。 

 

(2) ＳＤＧｓ推進の取組み 

ア 情報発信・普及啓発 

県民が自ら行動するためのヒントとなる「ＳＤＧｓアクションブッ

クかながわ」や、中小企業に対し、ＳＤＧｓの取組みの進め方を平易に

記載した「中小企業のためのＳＤＧｓ活用ガイド」を作成・活用するな

ど、県民のＳＤＧｓの「自分事化」と、行動の促進につながるよう、引

き続き普及啓発に取り組む。 

 

イ 県自らの率先した取組み 

プラスチックごみ問題への取組みなど、「かながわグランドデザイン

第３期実施計画（案）」の中で、ＳＤＧｓの17のゴールに合わせて整理

した。 

今後、ＳＤＧｓを座標軸として政策をさらに進化させ、県としての役

割や使命を果たしていく。 

   

ウ 「後押し」する仕組みづくり 

(ｱ) 様々な主体との連携 
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ＳＤＧｓの推進に向けて多様な主体と連携を図っており、今後もパ

ートナーシップの拡大に向けた取組みを進める。 

ａ かながわＳＤＧｓパートナー制度 

企業・団体におけるＳＤＧｓ推進の裾野を広げることを目的に、

「かながわＳＤＧｓパートナー制度」を立ち上げ、４月23日に第一

期の登録を行った。（登録企業等数 49） 

        現在、第二期の募集を行っている。 

      今後、県によるパートナーの取組内容の発信や、パートナーと連

携したＳＤＧｓの普及啓発活動に取り組むとともに、「（仮称）かな

がわＳＤＧｓパートナーシップ会議」を開催し、社会課題解決に向

けたＳＤＧｓの活用に関する情報交換・マッチングを図る。 

 

      ｂ かながわアップサイクルコンソーシアム 

神奈川発のアップサイクルモデル（より付加価値の高い製品を産

み出しながら循環する仕組み）を推進するため、行政・企業・団体

等多様なパートナーの参加により、「かながわアップサイクルコン

ソーシアム」を５月29日に立ち上げた。（参加企業等数 23） 

今後、循環型社会の形成に向けて、プラスチックや紙の代替素材

となるＬＩＭＥＸ製品の使用・回収・再製品化等を進める。 

 

      ｃ ＳＤＧｓ推進協定の締結 

株式会社セブン＆アイ・ホールディングスと「ＳＤＧｓ推進に係

る連携と協力に関する協定」を４月17日に締結した。今後、セブン

＆アイ・ホールディングスのグループ各社と連携し、ＳＤＧｓの推

進に向けた具体的な連携事業を実施する。 

 

ｄ 神奈川ＭＥ－ＢＹＯリビングラボ 

未病関連商品・サービスの機能・効果等を検証する「神奈川ＭＥ

－ＢＹＯリビングラボ」にＳＤＧｓの視点を取り入れ、県民の行動

変容につながる商品・サービスの実証事業を進める。 

 

(ｲ) ＳＤＧｓ社会的インパクト評価 

本年３月、ＳＤＧｓ社会的インパクト評価の手引きとなる実践ガイ
ドを作成し、３月25日には平成30年度の事業の成果報告会を開催した。
（230名参加）今後、ＳＤＧｓの理念に沿った社会的投資の促進に向
け、評価人材の育成とともに、評価と社会的投資をつなげるための仕
組みづくりに取り組む。 
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４ コミュニティ再生・活性化の取組みについて 

 

 

(1) コミュニティ再生・活性化に向けた取組み 

かながわグランドデザイン第３期実施計画（案）において、  

目指すべき４年後の姿の象徴として、「コミュニティ再生・活性

化による笑いあふれる 100 歳時代」の実現を掲げている。 

コミュニティには、地域、仕事、趣味など、様々な形態がある

が、特に地域コミュニティの最前線で課題と向き合っているの

は市町村であることから、市町村と緊密に連携し、現場での課

題や取組事例を共有するとともに、地域で活躍している人材、

団体等の取組みを後押しする。 

こうした取組みを全庁横断的に行っていく。 

 

 

(2) これまでの取組み 

ア 市町村との対話 

(ｱ)  2019 年４月に副知事が副市町村長と、また、５月～６月 

にかけて、県内全市町村の担当職員と対話を実施。 

(ｲ) 市町村からの主な意見 

  ・他自治体の、成功や失敗事例を知りたい。 

   ・地域で活躍する人を増やしたい。 

   ・地域課題の解決に民間の力を活用できないか。 

  

イ 推進体制 

本県における未来創生にかかる施策等の実施について、庁 

内関係機関相互の緊密な連携を図り、総合的かつ効果的に推

進するため、2019 年６月に未来創生推進本部を設置。 

(ｱ) 第１回推進本部開催：2019 年６月７日 

     議題「未来創生推進本部の設置について」 

 (ｲ) 第１回幹事会開催：2019 年６月 12 日 

     議題「未来創生の実現に向けた取組みについて」 

 

(3) 今後の取組み 

ア 県と市町村で構成する（仮称）かながわコミュニティ再生・

活性化推進会議を設置し、有識者や団体等にも参加いただき

ながら情報共有や意見交換を行う。 

 

イ  地域活動のカギを握る人材や団体を後押しする取組みを行う。 
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５ 「かながわ教育大綱（案）」について 

 

(1) 趣旨 

・ 教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地方教育行政に

おける責任体制の明確化、迅速な危機管理体制の構築、地方公共団体の

長と教育委員会との連携の強化等を目的に、平成26年６月に「地方教育

行政の組織及び運営に関する法律」（以下「法」という。）が改正され、

平成27年４月１日から施行された。 

・ この法改正に基づき、神奈川県の教育、学術及び文化の振興に関す

る総合的な施策の大綱として、平成27年７月に「かながわ教育大綱」

（以下「大綱」という。）を教育委員会と協議の上、知事が策定した。 

・ 当初の大綱については、平成30年度をもって対象期間が終了したこと

から、これまでの社会環境変化などを踏まえ、改めて大綱を策定する。 

 

(2) 経過 

   令和元年６月14日 令和元年度第１回神奈川県総合教育会議※において、

「かながわ教育大綱（案）」を協議 

             ※ 法により設置する、知事と教育委員会で構成する会議 

 

(3) 大綱（案）の概要＜「参考資料」参照＞ 

ア 対象期間 

  令和元年度～令和４年度（４年間） 

イ 概要 

 (ｱ) 「いのち」を大切にする心を育む教育の推進 

 (ｲ) 生きる力を育み、学び高め合う学校教育の推進 

 (ｳ) 豊かな学びを支える教育環境づくり 

 (ｴ) 子ども・子育て、家庭教育への支援 

 (ｵ) 様々な学びを通じた地域の教育力の向上 

 (ｶ) 文化・芸術やスポーツ活動など人生100歳時代の生涯学習社会にお

ける人づくりへの支援 

 

(4) 第１回神奈川県総合教育会議（令和元年６月14日開催）における主な意

見 

・ 医療的ケアが必要な子どもへの支援は重要 

・  教員の働き方改革として、勤務時間の管理が重要 
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・ 子どもの思いが言いやすい環境づくりに努めることなどにより、

笑いあふれる教室づくりができる 

・ 人生100歳時代に向け、孤立している人を減らすために、コミュ

ニティ活性化が重要 

 

(5) 今後の予定 

令和元年７月 かながわ教育大綱の策定 
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６ 県内米軍基地を巡る状況について 

 

(1)  米空母艦載機による着陸訓練 

ア 防衛省からの通知 

令和元年５月７日に防衛省から硫黄島での着陸訓練実施の通知があ

った。 

 

【通知の概要】 

・空母ロナルド・レーガン艦載機の着陸訓練が硫黄島で実施される。 

（硫黄島での訓練期間） 

５月９日～19日 11:00～翌３:00 

・硫黄島における天候等の事情により所要の訓練を実施できない場合に

は、三沢基地、厚木基地及び岩国基地の一部又は全部において訓練が

実施される。 

（厚木基地での訓練期間） 

５月16日～19日 10:00～22:00 

 

イ 県の対応 

防衛省からの通知を受け、５月７日に、知事と厚木基地周辺９市長

（横浜市長、相模原市長、藤沢市長、茅ケ崎市長、大和市長、海老名

市長、座間市長、綾瀬市長及び東京都町田市長）連名で、防衛大臣に

対し、全ての訓練を硫黄島で実施するよう要請した。 

 

ウ 訓練の実施結果 

通知があった期間内に、全ての訓練が硫黄島で実施された。 
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